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知事レク資料奈良県産官学連携による魅力ある地域づくり支援事業 概要

対象事業・予算額

補助対象事業の実施地域が南部・東部地域とその他の
地域で異なる補助率を適用
・南部・東部地域のみ、または含む ：１／２以内
・その他（南部・東部地域以外のみ）：１／３以内

◇補助対象事業
産官学の連携による魅力ある地域づくりに資する
ソフト事業（連続した最長３年間※毎年審査・採択が必要）

◇予算額
５０，０００千円

◇補助対象事業者と連携イメージ◇事業名称（補助要綱名称）
産官学連携による魅力ある地域づくり支援事業

（奈良県産官学連携による魅力ある地域づくり支援補助金交付要綱）

◇補助上限額・下限額等（補助ベース）※予算の範囲内で交付
・補助上限額：単年：１０，０００千円

ただし、３年間の事業に対する総額は、
２０，０００千円

・補助下限額：５００千円／年・件

◇補助率

産・官・学の連携による、地域課題解決のための新たな調査・研究や、地域の多様な資源を活かした創意あふれる活動
など、より効果的で実効性のある地域の取組を支援することにより、魅力ある地域づくりにつなげ、振興を図る。

事業の目的

【想定する補助対象事業 例】
・民間事業者と協働で地域の魅力を活かしたイベント等の開催
・大学研究室等のフィールドワーク、誘致活動への支援、活動経費支援
・デジタル技術を活用した住民サービス向上につながる取組への支援
・移住定住促進に向けた官民連携の取組、廃校利用等のための
調査・研究、設計委託 等

・交流の拡大と新たな取組により、地域の活力向上や持続的発展につながる。
・研究成果等のフィードバックにより、新たな知見やアイデアを得ることができる。
・学生等が新たな関係人口となるほか、移住・定住につながることが期待できる。
・学生等の来訪・滞在による経済効果増。
・大学等における研究等が充実し、成果の向上が期待できる。
・民間事業者の規模拡大や新たな産業の創出につながる。

事業の効果

御所まち“宝湯”

大学生による
フィールドワーク

官 市町村、一部事務組合、広域連合、複数市町村で構成する団体

学 高等専門学校、短期大学、大学、大学院

産 法人格を有する民間事業者、市町村と民間事業者で組織する団体

産 官 学 官

学 産

官

１

南部・東部地域 30,000千円
上記以外の地域 20,000千円
※どちらかの地域で執行残が発生する場合は、
地域間で流用する可能性あり



③ 内 示

１．採択申請・内示

奈良県産官学連携による魅力ある地域づくり支援
事業審査要領に基づく審査を実施
・資格審査（審査会開催までに事務局で審査）
・内容審査（事業妥当性、事業継続性、
新規性、創意工夫、事業効果、収支計画、
総合評価）

事業協働計画書等は、補助金の交付を受けようとする補助対象事
業者の種別を問わず、市町村等行政側が主体となり連携先と協議
して作成・提出する。

② 審 査① 採択申請

市町村等へ通知

共
有

２．補助金交付申請・交付決定、変更等承認申請・承認

奈良県産官学連携による魅力ある地域づくり支援事業補助金スキーム

連携先の概要
第２号様式

収支予算書
第３号様式

その他知事が必
要と認める書類

事業協働計画書
第１号様式

市町村等が連携先と協議して作成

審査の実施

③ 通 知

事業協働計画書
第１号様式

連携先の概要
第２号様式

収支予算書
第３号様式

その他知事が必
要と認める書類

交付申請書
第４号様式

市町村等が申請

事業協働計画書
第１号様式

連携先の概要
第２号様式

変更の概要
その他知事が必
要と認める書類

変更承認申請書
第６号様式

交付申請時 変更承認申請時

② 審 査① 申 請

市町村等へ通知

市町村等を除く申請者・補助
事業者からの補助対象事業に
関する問い合わせ等、及び県
からの回答等については、全
て市町村等を通じて行う。

申請者・補助事業者が市町村等の場合 申請者・補助事業者が大学等教育・研究機関、法人その他の団体の場合

市町村等を経由して通知

・市町村等の産官学連携による地域づくりを連携先間と積極的に進めるため、申請者・補助事業者が大学等教育・研究機関、法人・その他の団体の場合は、全ての手続きについ
て連携市町村等を経由すること。

審査
結果

審査
結果

県

県

産 学

連携

官

産 学

官

産 学

産 学

連携

官

連携

市町村等を経由して申請官

連携
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３．実績報告・補助額確定通知・補助金の支払

４．令和６年度 スケジュール案
4月 ５月 ６月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

募 集
期 間

審査会
採択内示

申請・交付決定

内容確認
資格審査

事業実施

完了・
実績報告

審査の実施

県

連携

市町村等が報告

市町村等を除く補助事業者か
らの補助対象事業に関する問
い合わせ等、及び県からの回
答等については、全て連携市
町村等を経由して行う。

④ 支 払③ 通 知② 審 査① 報 告

県

請求・支払

補助事業者が市町村等の場合

例）直接補助
の場合

補助事業者が大学等教育・研究機関、法人その他の団体の場合

市町村等を経由して通知

審査
結果

・市町村等の産官学連携による地域づくりを連携先間と積極的に進めるため、申請者・補助事業者が大学等教育・研究機関、法人・その他の団体の場合は、全ての手続きについ
て連携する市町村等を経由すること。

・概算払（補助要綱第１２条関係）については、③④の手続きに同じ

事業協働実績書
第１０号様式

収支精算書
第１１号様式

実績報告書
第９号様式

補助対象事業費明細書
第１２号様式

その他知事が必要と認
める書類

市町村等へ通知

官 市町村等を経由して報告

学産
産 学

官

市町村等を
経由して請求

奈良県産官学連携による魅力ある地域づくり支援事業補助金スキーム
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５．補助対象、補助率等

（補助対象事業）
第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、
地域の多様な資源を活かしつつ、補助対象事業者相互の協働・連携により、地
域課題解決のための新たな調査・研究や創意あふれる活動により地域の振興に
資する事業のうちソフト事業とする。
２ 次に掲げる事業は補助対象としない。
(1)公営企業その他独立採算を原則としている事業
(2)第５条に定める補助下限額に満たない事業

（補助対象事業費及び補助率、補助限度額並びに補助下限額）
第５条 補助金の交付の対象となる事業費（以下「補助対象事業費」とい
う。）及び補助率、補助限度額並びに補助下限額は、次のとおりとする。なお、
補助金の額に千円未満の端数があるときは、当該端数金額を切り捨てた額とす
る。

２ 国、県等他の補助金のほか、当該事業の実施を条件として収入される
収益、分担金、指定寄付金は補助対象事業費から除く。

（適用例）

例１）補助対象事業者が大学等教育・研究機関、法人その他団体
で、事業対象地域に南部東部地域を含む場合

1/2 自主財源1/2 県補助金

a)県補助金と自主財源のみ

b)県補助金のほか、収益・分担金・負担金・指定寄付金がある

収益、分担金、負担金、指定寄付金

1/2 県補助金 1/2 自主財源

例２）補助事業者が南部東部地域市町村等の場合

1/2 市町村費1/2 県補助金

奈良県産官学連携による魅力ある地域づくり支援事業補助金スキーム
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